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１ 業務実績（別表１参照） 

(１)利用状況について 

  平成２１年度の患者の利用状況は、入院・外来合わせて年延数で２０８,１３６人となってお

り、前年度に比べ１０，０３４人（５．１％）増加している。その内訳は、入院患者数が前年度

に比べ３，２５４人（４．４％）増加の７７，７３４人、外来患者数が前年度に比べ６，７８０

人（５．５％）増加の１３０，４０２人である。 

  患者数を科別にみると、入院で増加した主な科は、内科、外科で、前年度に比べて、内科１，

２１７人、外科１，２００人、産婦人科８０７人、眼科６４７人、泌尿器科４４３人、耳鼻咽喉

科３６３人、小児科２７３人増加しており、減尐した科は、整形外科△１，５６１人、皮膚科△

３２０人、精神科１８５人、となっている。 

  一方、外来では、前年度と比べて内科２，８０５人、精神科１，３５８人、泌尿器科８６４人、

眼科７１０人、産婦人科５０８人、整形外科４６２人増加しており、減尐した科は、耳鼻咽喉科

△６４４人、皮膚科△１４３人、小児科△７８人となっている。 

病院経営上重要な指標とされる一般病床利用率は８１．９％で、前年度より３．４ポイント高

くなった。ちなみに、同規模病院の全国平均は６８．９％となっており、当市の利用率は全国平

均を上回っている。 

（注）病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは平成２０年度地方

公営企業年鑑（第５６集）の病床数２００床以上３００床未満の公立病院の平均値であり、「全

国平均」とは全国の市（指定都市を除く）が経営する３９８の病院の平均値である。 

  なお、人間ドックの利用は、日帰りで１，５７１人（前年度比１２５人増）、一泊で８７人（前

年度比１０人増）となっている。 

 

(２)その他 

  職員数は、平成２２年３月３１日現在、医師３３人を含む３０２人で前年度より１２人の増加

で、職員１人当たりの患者数は６８９人で、前年度に比べ６人増加している。なお、全国平均は

７４５人となっているが、当市が７対１看護体制をとっているため下回っている。 

  また、職員１人当たりの診療収入（入院＋外来）は１，７６６万円で、前年度に比べ３７万７

千円（２．２％）の増加となっており、全国平均１，５３４万円を上回った。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

(１)収益的収入及び支出 

  事業収益は、予算額６２億３，８４８万７千円に対して決算額は６０億３，１０６万８千円（う

ち、仮受消費税額１，０２５万１千円）で、決算比率は９６．７％となっている。その主な内訳
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は、医業収益が５６億４，６８１万５千円、医業外収益が３億８，４２５万３千円、である。 

  事業費用は、予算額６６億１，９９５万５千円に対して決算額は６３億４５３万８千円（うち、

仮払消費税額７，１４４万６千円）で、決算比率９５．２％となっており、その内訳は、医業費

用６０億９，７８１万２千円、医業外費用が２億３４万８千円、特別損失が６３７万８千円であ

る。 

 

(２)資本的収入及び支出 

  資本的収入は、予算額４億４，５１１万３千円に対して決算額は３億９，１３４万４千円で、

決算比率は８７．９％となっている。その主な内訳は、企業債が２億３，８１０万円、市一般会

計からの出資金が１億５，１９５万５千円である。このうち、一般会計出資金は病院の建設改良

費及び企業債元金償還金のうち、その２分の１を基準（ただし、平成１４年度までに着手した事

業に係る企業債元利償還金にあっては３分の２）とするものである。 

  資本的支出は、予算額５億４，４１０万１千円に対して決算額は４億８，７４３万８千円（う

ち、仮払消費税額１，１４２万６千円）で、決算比率は８９．６％となっている。その主な内訳

は、企業債償還金が２億４，７５０万１千円、医療機器購入等に係る建設改良費が２億３，９９

３万８千円である。 

  なお、資本的収支決算額で９，６０９万５千円の不足が生じているが、過年度分損益勘定留保

資金２，２６９万円、当年度分損益勘定留保資金７，２９４万８千円、当年度消費税及び地方消

費税資本的収支調整額４５万７千円で補てんされている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

(１)収益について 

  事業収益は６０億２，０８１万６千円で、前年度に比べ３億４，２８５万５千円（６．０％）

の増収となっている。 

  医業収益は５６億３，７６２万９千円で、事業収益の９３．６％を占めており、前年度に比べ

２億７，３５２万５千円（５．１％）の増収となっている。このうち、入院収益は３２億１，０

２３万７千円で、前年度に比べ２億８，７９１万５千円（９．９％）の増収となっている。延べ

入院患者数は前年度より３，２５４人増加し、入院患者１人１日当たりの診療収入は４１，２９

８円で、前年度より２，０６２円（５．３％）の単価アップとなった。これは同規模病院の全国

平均３６，７５９円を上回っている。一方、外来収益は２１億２，３０６万円で、前年度に比べ

３，３１６万８千円（１．６％）の増収となっている。延べ外来患者数は前年度より６，７８０

人増加しており、患者１人１日当たりの診療収入は１６，２８１円で、前年度より６２５円（３．

７％）の単価ダウンとなっている。これは同規模病院の全国平均９，０６５円を上回っている。 
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  医業外収益は３億８，３１８万８千円で、前年度より７，８１３万１千円（２５．６％）の増

収となっている。 

 

(２)費用について 

  事業費用は６２億２，７４８万８千円で、前年度に比べ２億４，８２９万３千円（４．２％）

の増加となっている。 

  医業費用は６０億２，６６２万１千円で、事業費用の９６．８％を占め、前年度に比べ２億７，

１４１万７千円（４．７％）の増加となっている。このうち増加した主なものは、給与費である。 

給与費は３１億７，６２０万５千円で、前年度に比べ２億２，２２４万９千円（７．５％）の増

加となっている。これは、職員の増加及び退職手当組合負担率の増等による法定福利費の増加に

よるためである。材料費は１７億６，８７２万２千円で、前年度に比べ７，２８２万３千円（４．

３％）の増加となっている。これは診療収入の伸びによるものである。諸費用に係る経費は７億

６，６２５万円で、前年度に比べ１，４９２万５千円（２．０％）の増加となっている。これは、

アンギオ管球の高額修繕、施設修繕、医療機器保守料の増によるためである。減価償却費は２億

９，２８６万円で、前年度に比べ１，２２１万４千円（４．０％）の減額となっている。これは、

電子カルテシステム等の償却終了によるためである。資産減耗費は９３万７千円で、前年度に比

べ２，９７６万７千円（９６．９％）の減尐となっている。研究研修費は２，１６４万６千円で、

前年度に比べ３４０万１千円（１８．６％）の増加となっている。 

医業外費用は１億９，４６８万７千円で、前年度に比べ２，３０６万３千円（１０．６％）減

尐している。このうち減尐の主なものは、繰延勘定償却費である。支払利息及び企業債取扱諸費

は５，８７０万５千円で、前年度に比べ９８万８千円（２．７％）の減尐となっている。これは、

平成２０年度末の低利債への借り換えに伴う支払利息の減によるためである。雑支出は１億２，

３６０万４千円で、前年度に比べ２７５万７千円（２．３％）の増加となっている。 

  なお、特別損失は６１７万９千円で、前年度に比べ６万１千円（１．０％）の減尐となってい

る。これは、窓口未収不納欠損処分額の減によるものである。地方自治法第２３６条第１項の規

定により不納欠損処分した平成１２～１８年度分診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）は

１０１件、２００万円となっている。 

  

(３)損益について 

  当年度の損益は、事業収益６０億２，０８１万６千円に対し、事業費用は６２億２，７４８万

８千円で、差引き２億６６７万２千円の純損失となり、この中には特別損失６１７万９千円が含

まれているため、これを除外した経常損失は２億４９万２千円となる。（次表参照） 

  この結果、前年度繰越欠損金３１億８，１３６万４千円に当年度純損失２億６６７万２千円を
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加えると、当年度未処理欠損金は３３億８，８０３万６千円となっている。 

 

 

(４)損益分析について 

  総収支比率は、収益と費用の相対的な関連性をみるもので、その営業係数は９６．７％であり、

前年度を１．７ポイント上回り、同規模施設の全国平均９４．２％を上回っている。この営業係

数から１００円の費用により９６円７０銭の収益をあげていることがわかる。 

  医業収支比率は、医業活動の能率を示す係数で、前年度を０．３ポイント上回って、９３．５％

となり、同規模施設の全国平均８４．４％を上回っている。 

 

４ 剰余金計算書 

(１)欠損金について 

  未処理欠損金は、当年度純損失２億６６７万２千円、前年度繰越欠損金３１億８，１３６万４

千円であることから、当年度未処理欠損金３３億８，８０３万６千円が計上され、医業収益に対

する累積欠損金比率は６０．１％で、全国平均５７．７％を上回っている。 

  同額が翌年度繰越欠損金とされる予定である。 

 

(２)減債積立金 

  減債積立金は前年度末残高１１１万３千円であり、当年度に積立及び取り崩しがないことから、

当年度末積立金合計額は１１１万３千円である。 

 

(３)資本剰余金 

  前年度末残高から、当年度新たに寄附金１２８万９千円発生したため、翌年度繰越資本剰余金

は３億３，１１５万８千円となった。 

 

５ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

(１)資産について 

  資産総額は５２億９，１３７万３千円で、前年度に比べ４９８万７千円（０．１％）の増加と

   区分 

年度 

年度 

事業収益 事業費用 
純 利 益 

金   額 指数 金   額 指数 

17 5,901,762,148 100.0 6,159,604,096 100.0 △ 257,841,948 

18 5,642,663,262 95.6 5,870,447,798 95.3 △ 227,784,536 

19 5,534,828,662 93.4 5,910,465,020 96.0 △ 375,636,358 

20 5,677,961,135 96.2 5,979,194,599 97.1 △ 301,233,464 

21 6,020,816,352 102.0 6,227,487,996 101.1 △ 206,671,644 
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なっている。これは、未収金で１億５０８万１千円（１１．３％）、器械備品３，９９９万７千

円（５．２％）、増加したことが主な要因である。資産の主な構成状況をみると、有形固定資産

（７９．６％）、未収金（１９．６％）、現金預金（０．３％）、貯蔵品（０．３％）となってい

る。 

  未収金の１０億３，５６７万５千円は、医業未収金１０億２，１８４万７千円、医業外未収金

１，３８２万８千円である。なお、医業未収金のうち、大部分が社会保険及び国民健康保険の診

療報酬で、それぞれの支払基金の審査を経る関係上、常時２ヶ月以後の入金となるため、基金請

求分他を除いた窓口未収金（患者の自己負担分）は７，４０４万５千円となっている。未収金の

整理については、過年度分（平成６年度から１９年度まで）の整理状況をみると、前年度末でこ

の分の未収が８１２件、３，９８７万円、当年度末が５８８件、３，２０９万４千円である。し

たがって、不納欠損処分した２００万円を含めて、当年度における過年度分の未収金の整理は７

７７万６千円である。また、医業未収金の回転速度を示す未収金回転率は５．７３回で、前年度

を０．１７回下回っており、全国平均は５．７７回である。 

 

(２)負債について 

  負債総額は９億７３６０万１千円で、前年度に比べ６，７８１万６千円（７．５％）の増加と

なっている。これは流動負債の一時借入金８，０００万円（２８．６％）、預り金９０万６千円

（４％）が増加したことによるものである。 

 

(３)資本について 

  資本総額は４３億１，７７７万２千円で、前年度に比べ６，２８２万９千円（１．４％）の減

尐となっている。これは、自己資本金１億５，１９５万５千円（４．３％）、寄付金１２８万９

千円で増加となったが、企業債残高９４０万１千円（０．３％）及び純損失２億６６７万２千円

の発生により資本総額の減額となったことによるものである。 

 

６ 財務分析（別表５参照） 

(１)構成比率について 

  総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は７９．６％で、前年度

を１．３ポイント下回っている。これは、一般的に比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあ

るとされている。市営病院の全国平均は７８．４％である。 

  次に、負債資本のうち固定負債及び借入資本金の占める割合である固定負債構成比率は７０．

１％で、前年度を０．２ポイント下回っている。全国平均の５８．７％を上回っており、この比

率は小さいほど経営安定とされている。 
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  総資本のうち自己資本の占める割合をみる自己資本構成比率は、前年度より１．０ポイント減

尐し、１１．５％となった。全国平均の３３．１％を下回っており、この比率は大きいほど望ま

しいとされている。 

 

(２)財務比率について 

  固定比率は６９１．８％で、利益剰余金が減尐したため前年度より４５．９ポイント増加した。

これは、自己資本で固定資産をどの程度まかなっているかをみるもので、比率は１００％以下が

望ましいとされている。なお、全国平均の２３６．７％を上回っている。 

  固定資産対長期資本比率は９７．６％で、前年度と同率である。全国平均の８５．３％を上回

っているものの、固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行われていることを示してい

る。 

また、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は１０９．７％で、前年度より０．５ポイン

ト減尐した。これは全国平均の２４６．０％を下回っている。なお、この比率は一般に２００％

以上が望ましいとされている。 

  当座比率については１０７．８％で、前年度に比較し１．４ポイント増加した。なお、全国平

均は２３６．１％で、これは支払能力をみるもので、一般に１００％以上が望ましいとされてい

る。 

  現金比率は即時支払能力を示すもので、１．４％となっており、前年度に比較して２．２ポイ

ント減尐した。これは一般に２０％以上が望ましいとされているが、全国平均１１７．７％を大

きく下回っている。 

 

(３)回転率について 

  固定資産の利用度をみる固定資産回転率は１．３３回で、前年度を０．０９回上回った。全国

平均０．７１回を上回っており、これは、数値の大きいほど良好であるとされている。 

  流動資産の利用度をみる流動資産回転率は５．４６回で、前年度を０．０９回下回った。全国

平均２．７４回を上回っており、これは、数値の大きいほど良好であるとされている。 

  営業未収金の回転速度をみる未収金回転率は５．７３回で、前年度を０．１７回下回った。全

国平均５．７７回を下回っており、これは数値の大きいほど良いとされている。 

 

(４)一般会計負担金等の支出について 

病院事業会計の一般会計負担金等は、地方公営企業法第１７条の２の経費の負担の原則に基づ

き、市の一般会計が義務的に負担する必要のあるものである。しかし、加西市が財政再建中であ

ることから、負担元の市一般会計の運営も非常に厳しい状況になっている。 
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病院独自の企業努力により、健全経営を行い、一般会計の負担の軽減に努められたい。 

              一般会計負担金等の推移       （単位：円） 

年度 
収益的収支 資本的収支 

合計 一般会計負担金 負担金交付金 一般会計出資金 

17 136,479,000 265,669,000 162,852,000 565,000,000 

18 140,213,000 264,568,000 145,219,000 550,000,000 

19 160,838,000 301,817,000 137,345,000 600,000,000 

20 189,330,000 263,255,000 147,415,000 600,000,000 

21 115,467,000 332,578,000 151,955,000 600,000,000 

 

(５)損益勘定保留金及び補てん財源について 

減価償却費、固定資産除去費及び繰延勘定償却は、それらの資産から稼得される収益と期間的

に対応させて、期間利益を適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費

用は現金支出を伴わないものであるために、その償却費の計上分だけ償却資産に投下された貨幣

資本が企業内に留保され、その結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、

この内部留保資金をもって新たな資産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

  しかしながら、減価償却費、固定資産除去費及び繰延勘定償却からなる損益勘定留保金は、欠

損金及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、平成２１年度末には２，５０３万円し

か残されていない。今後の固定資産の更新・修繕時には、内部留保資金である損益勘定留保金が

残されていないことから、そのほとんどを地方債（起債）や一般会計補助金等から支出しなけれ

ばならないことを認識しておく必要がある。 

 
年
度 

損 益 勘 定 留 保 資 金 資本的収支

不足額 

補 て ん 財 源 

減価償却費 
固定資産
除去費 

繰延勘定
償却   

当年度欠損
金 

計 
消費税資本
的収支調整

額 

過年度損益
勘定留保資

金 

当年度勘
定留保資

金 

翌年度繰越
補てん資金 

17 319,727,913 1,710,551 40,858,736 257,841,948 104,455,252 122,812,906 169,886 122,643,020 0 134,209,043 

18 343,624,929 4,602,750 36,088,356 227,784,536 156,531,499 117,138,156 112,723 117,025,433 0 173,715,109 

19 321,209,179 5,806,464 33,403,031 375,636,358 0 116,104,311 305,757 115,798,554 0 57,916,555 

20 305,073,702 30,670,096 35,904,166 301,233,464 70,414,500 106,075,510 434,429 57,916,555 47,724,526 22,689,974 

21 292,859,939 

 

790,277 

 

10,997,921 

 

206,671,644 

 

97,976,493 96,094,865 

 

457,025 

 

22,689,974 

7,294, 

72,947,866 

 

25,028,627 

 

７ まとめ 

（１）病院事業の概要 

市立加西病院は、市唯一の急性期病院・総合機能病院として市民にとって必要な医療と保険機

能を提供してきている。特に市民の安全に直結する救急医療については、市民の期待と要望が大

きいが、その維持が最も困難な分野であり、経営的にも不採算であるばかりではなく、医療トラ

ブルが高頻度となっているところでもある。 

入院医療については、入院の必要な重症や急性疾患の医療に力を入れることは、当然の役割で
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あると考えるが、患者の高齢化に伴う認知症の増加や退院後の家族の在宅支援能力の低下など、

入院医療を取り巻く様々な矛盾が増大している。 

高度な専門医療についても、市内で発生する専門性の高い疾患を診療できる体制を維持するこ

とが必要である。また、経営の健全化に向けて必須ともいえる包括払い制度(DPC)の導入、高度医

療機器の導入、医師・看護師等の確保対策としての院内保育所の開設等環境整備の充実を図って

きているところである。 

昨年１２月より地方公営企業法が全部適用になり、事業管理者兼院長の下 DPC 分析や一昨年度

策定した改革プランに沿った改革により、一層の機動的で迅速な経営努力の向上を望むものであ

る。地域に親しまれる病院の実現に向け、より安定した経営基盤の確立を探求する努力を重ねら

れたい。 

今後さらに地域の医療機関等との連携を強化し、経営の健全化に向け効率的運営とサービス向

上に努め、病院の維持・発展のため関係者の尚一層の努力を期待する。 

 

(２) 診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）について 

  各年度会計決算の不納欠損処分後の診療収入の過年度窓口未収金は、次のとおり推移している。 

          平成１７年度  ４０，４５１，２７７円 

          平成１８年度  ３９，９０６，５３３円 

          平成１９年度  ４０，１６９，４８１円 

          平成２０年度  ３９，８６９，９６５円 

          平成２１年度  ３７，１１８，５２１円 

  平成２１年度の過年度窓口未収金は前年度に比べ２７５万１千円の減尐であった。今後も未収

金の回収については、債務者に対する請求行為を遅滞なく行うとともに、消滅時効の近づいてい

るものについては、時効中断措置等により債権の確保を行い、未収金の回収に努められたい。 


